


社会福祉法人やまびこ

第一号第一様式

（単位：円）

予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備  考

就労支援事業収入 52,460,000 49,338,063 3,121,937
障害福祉サービス等事業収入 240,431,000 238,807,011 1,623,989
経常経費寄附金収入 261,000 246,000 15,000
受取利息配当金収入 134,000 125,601 8,399
その他の収入 742,000 614,273 127,727

事業活動収入計 (1) 294,028,000 289,130,948 4,897,052
人件費支出 130,110,000 128,881,707 1,228,293
事業費支出 25,483,000 24,046,850 1,436,150
事務費支出 16,492,000 15,611,303 880,697
就労支援事業支出 52,460,000 48,828,752 3,631,248

事業活動支出計 (2) 224,545,000 217,368,612 7,176,388
69,483,000 71,762,336 △ 2,279,336

施設整備等補助金収入 65,102,000 65,102,000 0
施設整備等寄附金収入 3,836,000 3,836,000 0
設備資金借入金収入 20,000,000 20,000,000 0
固定資産売却収入 228,638,000 228,636,210 1,790

施設整備等収入計 (4) 317,576,000 317,574,210 1,790
設備資金借入金元金償還支出 6,000,000 4,000,000 2,000,000
固定資産取得支出 465,150,000 465,131,481 18,519
固定資産除却・廃棄支出 299,000 268,584 30,416

施設整備等支出計 (5) 471,449,000 469,400,065 2,048,935
△ 153,873,000 △ 151,825,855 △ 2,047,145

積立資産取崩収入 96,300,000 96,300,000 0
その他の活動による収入 810,000 768,556 41,444

その他の活動収入計 (7) 97,110,000 97,068,556 41,444
積立資産支出 16,000,000 16,000,000 0
その他の活動による支出 2,740,000 2,736,728 3,272

その他の活動支出計 (8) 18,740,000 18,736,728 3,272
78,370,000 78,331,828 38,172
5,050,000

△ 0
△ 11,070,000 △ 1,731,691 △ 9,338,309

91,901,056 98,357,455 △ 6,456,399
80,831,056 96,625,764 △ 15,794,708
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法人単位資金収支計算書

(自)　平成 29年  4月  1日    (至)　平成 30年  3月 31日 
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当期末支払資金残高 (11)+(12)

予備費支出 (10) ― 5,050,000

当期資金収支差額合計 (11)=(3)+(6)+(9)-(10)

前期末支払資金残高 (12)



社会福祉法人やまびこ

第二号第一様式

（単位：円）

当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)

就労支援事業収益 49,338,063 47,570,702 1,767,361
障害福祉サービス等事業収益 238,807,011 222,809,669 15,997,342
経常経費寄附金収益 246,000 156,000 90,000

サービス活動収益計 (1) 288,391,074 270,536,371 17,854,703
人件費 128,531,207 130,360,278 △ 1,829,071
事業費 24,046,850 22,319,354 1,727,496
事務費 15,696,003 14,168,885 1,527,118
就労支援事業費用 49,338,063 47,570,702 1,767,361
減価償却費 34,772,840 28,424,155 6,348,685
国庫補助金等特別積立金取崩額 △ 11,637,153 △ 9,598,365 △ 2,038,788

サービス活動費用計 (2) 240,747,810 233,245,009 7,502,801
47,643,264 37,291,362 10,351,902

受取利息配当金収益 125,601 9,752 115,849
その他のサービス活動外収益 614,273 2,093,026 △ 1,478,753

サービス活動外収益計 (4) 739,874 2,102,778 △ 1,362,904

サービス活動外費用計 (5) 0 0 0
739,874 2,102,778 △ 1,362,904

48,383,138 39,394,140 8,988,998
施設整備等補助金収益 65,102,000 21,600,000 43,502,000
施設整備等寄附金収益 3,836,000 500,000 3,336,000

特別収益計 (8) 68,938,000 22,100,000 46,838,000
固定資産売却損・処分損 306,895 40,010 266,885
国庫補助金等特別積立金積立額 64,902,000 21,600,000 43,302,000

特別費用計 (9) 65,208,895 21,640,010 43,568,885
3,729,105 459,990 3,269,115

52,112,243 39,854,130 12,258,113
425,080,917 334,226,787 90,854,130
477,193,160 374,080,917 103,112,243

0 0 0
96,300,000 55,000,000 41,300,000
16,000,000 4,000,000 12,000,000

557,493,160 425,080,917 132,412,243

法人単位事業活動計算書

(自)　平成 29年  4月  1日    (至)　平成 30年  3月 31日 

勘　定　科　目

収
　
益

費
　
用

サ
ー

ビ
ス
活
動
増
減
の
部

サービス活動増減差額 (3)=(1)-(2)
収
　
益

費
　
用

サ
ー

ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

サービス活動外増減差額 (6)=(4)-(5)
経常増減差額 (7)=(3)+(6)

費
　
用

特
別
増
減
の
部

特別増減差額 (10)=(8)-(9)
当期活動増減差額 (11)=(7)+(10)

前期繰越活動増減差額 (12)

収
　
益

基本金取崩額 (14)
その他の積立金取崩額 (15)
その他の積立金積立額 (16)

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

次期繰越活動増減差額 (17)=(13)+(14)+(15)-(16)

当期末繰越活動増減差額 (13)=(11)+(12)



社会福祉法人やまびこ

第三号第一様式

（単位：円）

当年度末 前年度末 増  減 当年度末 前年度末 増  減

 流動資産 112,217,765 108,881,287 3,336,478  流動負債 23,562,859 19,846,293 3,716,566
   現金預金 67,405,809 65,303,150 2,102,659    事業未払金 13,266,589 9,157,238 4,109,351
   事業未収金 40,755,936 39,690,263 1,065,673    １年以内返済予定設備資金借入金 4,000,000 4,000,000 0
   未収補助金 1,102,806 1,054,972 47,834    預り金 10,930 76,778 △ 65,848
   貯蔵品 546,443 564,565 △ 18,122    職員預り金 1,407,124 542,277 864,847
   商品・製品 340,300 353,400 △ 13,100    仮受金 216 0 216
   仕掛品 86,280 0 86,280    賞与引当金 4,878,000 6,070,000 △ 1,192,000
   原材料 480,562 394,139 86,423
   立替金 1,044,563 443,008 601,555
   前払費用 455,066 1,077,790 △ 622,724
 固定資産 895,355,758 773,477,080 121,878,678  固定負債 69,346,250 52,504,750 16,841,500
  基本財産 726,695,860 527,610,193 199,085,667    設備資金借入金 64,000,000 48,000,000 16,000,000
   土地 108,815,027 108,815,027 0    退職給付引当金 5,346,250 4,504,750 841,500
   建物 614,880,833 415,795,166 199,085,667 負債の部合計 92,909,109 72,351,043 20,558,066
   定期預金 3,000,000 3,000,000 0
  その他の固定資産 168,659,898 245,866,887 △ 77,206,989
   構築物 33,205,934 24,742,133 8,463,801  基本金 42,683,418 42,683,418 0
   機械及び装置 186,481 216,723 △ 30,242    第１号基本金 40,527,236 40,527,236 0
   車輌運搬具 3,286,845 5,008,811 △ 1,721,966    第３号基本金 2,156,182 2,156,182 0
   器具及び備品 26,269,018 8,517,558 17,751,460  国庫補助金等特別積立金 227,487,836 174,942,989 52,544,847
   建設仮勘定 10,800,000 34,093,836 △ 23,293,836  その他の積立金 87,000,000 167,300,000 △ 80,300,000
   権利 0 420,584 △ 420,584    移行時特別積立金 0 12,800,000 △ 12,800,000
   ソフトウエア 756,648 295,742 460,906    工賃変動積立金 1,000,000 1,000,000 0
   投資有価証券 50,000 50,000 0    人件費積立金 7,000,000 32,000,000 △ 25,000,000
   退職共済預け金 6,151,050 5,221,500 929,550    修繕積立金 49,000,000 88,000,000 △ 39,000,000
   移行時特別積立資産 0 12,800,000 △ 12,800,000    備品等購入積立金 14,000,000 14,000,000 0
   工賃変動積立資産 1,000,000 1,000,000 0    施設整備等積立金 16,000,000 19,500,000 △ 3,500,000
   人件費積立資産 7,000,000 32,000,000 △ 25,000,000  次期繰越活動増減差額 557,493,160 425,080,917 132,412,243
   修繕積立資産 49,000,000 88,000,000 △ 39,000,000  (うち当期活動増減差額) 52,112,243 39,854,130 12,258,113
   備品等購入積立資産 14,000,000 14,000,000 0
   施設整備等積立資産 16,000,000 19,500,000 △ 3,500,000
   長期前払費用 953,922 0 953,922 純資産の部合計 914,664,414 810,007,324 104,657,090

資産の部合計 1,007,573,523 882,358,367 125,215,156 負債及び純資産の部合計 1,007,573,523 882,358,367 125,215,156

法人単位貸借対照表

平成 30年  3月 31日 現在

資　産　の　部 負　債　の　部

純　資　産　の　部



別紙１

１.継続事業の前提に関する注記

　該当事項なし

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　　総平均法による原価法

　　最終仕入原価法による原価法

　　有形固定資産・無形固定資産　　　定額法

(4)引当金の計上基準　

　①賞与引当金・・・職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。　　　　

(5)消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３．重要な会計方針の変更

　該当事項なし

　ア.本部拠点

　イ.はばたき拠点(社会福祉事業)　　

　ウ.メルクマール拠点(社会福祉事業) 生活介護事業・日中一時支援事業

　エ.こだま拠点(社会福祉事業) 放課後等デイサービス事業・日中一時支援事業

　オ.なごみ拠点(社会福祉事業) 共同生活援助事業・短期入所事業・相談支援事業

　平成28年度決算より社会福祉法（昭和26年法律第45号）第44条第1項及び第3項の規定に基づき、「社会福祉法人会計基
準（平成28年厚生労働省令第79号）」及び「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の取扱いにつ
いて」（平成28年3月31日付社援発0331第39号）により、社会福祉法人における計算書類等の作成にかかる会計処理等を
採用している。なお、「社会福祉法人新会計基準」(平成23年7月27日社援発0727第1号)は廃止する。

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

４．法人で採用する退職給付制度

　平成28年3月31日までの採用者については独立行政法人福祉医療機構の退職共済制度及び社会福祉法人金沢市社会福祉
協議会社会福祉事業従事者互助会規約の定める退職共済制度による。平成28年4月1日以降の採用者は社会福祉法人金沢市
社会福祉協議会社会福祉事業従事者互助会規約の退職共済制度の定めによる。

計算書類に対する注記（法人全体用）

２．重要な会計方針

(3）固定資産の減価償却の方法

　②退職給付引当金・・・職員の退職金の支給に備えるため、社会福祉法人金沢市社会福祉協議会社会福祉事業従事者互
助会制度に係る期末退職金要支給額を計上している。

５．法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分

(1)法人全体の計算書類(第1号の1様式、第2号の１様式、第3号の1様式)

(2)事業区分別内訳表(第1号の2様式、第2号の2様式、第3号の2様式)

(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第1号の3様式、第2号の3様式、第3号の3様式)

　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。

(5)各拠点区分におけるサービス区分の内容

就労継続B型事業・就労移行支援事業・受託事業・製造事業・受託加工事業・仕
入販売事業・出向事業

(4)収益事業における拠点区分別内訳表(第1号の3様式、第2号の3様式、第3号の3様式)

６．基本財産の増減額及びその残高



前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

108,815,027 0 0 108,815,027

313,195,794 169,776,108 16,587,910 466,383,992

102,599,372 56,591,126 10,693,657 148,496,841

3,000,000 0 0 3,000,000

527,610,193 226,367,234 27,281,567 726,695,860

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

571,337,298 104,953,306 466,383,992

203,157,908 54,661,067 148,496,841

44,005,412 10,799,478 33,205,934

441,920 255,439 186,481

26,780,549 23,493,704 3,286,845

71,432,867 45,163,849 26,269,018

963,360 206,712 756,648

918,119,314 239,533,555 678,585,759

必要な事項

14．重要な後発事象

　該当事項なし

15．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために

　該当事項なし

　該当事項なし

12．関連当事者との取引の内容

　該当事項なし

13．重要な偶発債務

　該当事項なし

 ソフトウェア

合　　計

10．当該債権の金額、徴収不能引当金の当期末残高

　該当事項なし

11．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

 建物付属設備（基本財産）

 構築物

 機械及び装置

 車輌運搬具

 器具及び備品

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

 建物（基本財産）

合　　計

７．会計基準第3章4(4)及び(6)の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し

　該当事項なし

８．担保に供している資産

　該当事項なし

　基本財産の増減額及び残高は、以下のとおりである。

 定期預金

（単位：円）

基本財産の種類

 土地

 建物

 建物附属設備




